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1 　消費者運動と生協

　本稿は、大阪における消費者による協同組合運動の展開を見ながら、日本と

世界においてこの運動がいかに人々の生活と社会を変えてきたのか、そして

今、どのような課題を抱えながら、どのような可能性をもっているのか、これ

を議論するための基礎作業の第一弾として、日本と大阪における消費組合運

動・生協運動の20世紀前半における発展史を振り返ろうというものである1）。

　はじめに、消費者の協同組合、すなわち生活協同組合とは消費者運動にとっ

ていかなる意味をもつものであるのか、両者の関係をまとめておこう。

　消費者運動の基本であり、出発となるのは、要求型の運動であろう。それは

消費者の立場から、たとえば食品の安全であるとか、物価高であるとか、間接

税のあり方であるとかに対して、声を上げ、署名を集め、デモをし、陳情をす

るといった運動を展開する。消費者の力は何よりも「数」の力であるから、し

ばしばそれは数百万、数千万を巻き込む大きな運動となり得るが、たとえ運動

の代表者を地方自治や国政の議会に送り込むといったことに成功したとして
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も、その要求を実現させることはなかなか困難であるということを、20世紀の

歴史は示してきた。

　そこで、ただ要求を掲げるのではなく、それを自分たちの手で実現しようと

いう動きが広まっていく。これこそが、19世紀前半に生まれ、20世紀に世界中

に広まっていった消費者の協同組合＝生協運動であり、いくら要求を突きつけ

ても行政や業者が動かないならば、自らが事業を営むことでその目標を達成し

ようというのが協同組合運動の本質である。生協は、消費者が所有し、消費者

が運営し、その消費者が利用するという「三位一体」の非営利事業体として、

購買事業を通じて消費者の利益を追求している。安全な食品がなかなか手に入

らないのであれば、自分たちでそれを開発し、売ればいい。こうして、要求を

自ら実現する事業体をもつことによって、消費者運動は実効性を飛躍的に高め

ることができた。生協運動が消費者運動の核となったのである。

　そのなかでも日本の生協は、とくに「食の安心・安全」にこだわり、コープ

商品の開発等を通じて消費者の願いの実現に奮闘してきたが、それは結果的

に、生協だけではなく流通業界全体に「安心・安全」を広めるという役割を果

たすことになった。保存料等を使わない無添加のバターも、亜硝酸ナトリウム

不使用の無塩せきハムも、生協が他に先駆けて開発した商品であるが、前者は

今ではあたりまえの存在になっているし、後者も多くの食品メーカーが手が

け、スーパーマーケットその他一般の流通業で取り扱われている。いまや「安

心・安全」でなければスーパーも生き残れない時代になっているのだが、こう

した社会の実現に生協が果たした役割は大きい。

　ところが、このように「消費者主権社会」へと一歩近づくにつれて、人々の

意識のなかで、生協の存在意義が逆に希薄化していく。もはやスーパーも立派

になった、生協の出番はない、というのである。20世紀に大きな役割を果たし

た生協であるが、すでにその使命は終わった、という評言に、いかに反論して

いくのか。これが、現在、消費者協同組合運動に問われている課題である。

　上述の安心・安全なコープ商品以外にも、日本の生協はさまざまな先駆的商
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品を開発している。たとえば、ただ添加物を排除するというだけでなく、ニン

ジン嫌いの子どもたちを何とかしたいという母親の願いをかなえるために開発

され、野菜ジュースというあたらしいジャンルを開拓して日本人の食生活とス

ーパーやコンビニエンスストアの売り場を変えたミックスキャロット。ゴミと

資源の問題から缶飲料の飲み口に着目したステイオンタブ缶。再生紙を使用す

るというだけでなく、紙の幅を狭め、中の芯を取り去った環境重視のトイレッ

トペーパー、スリム・コアノン・ロール。これらはいずれも、それ自体は小さ

なことではあるけれども、「消費から社会を変える」ための一歩を生協が組合員

と社会に示し、それによって社会が動いたという事例である。

　つまり、いま生協に問われているのは、こうした取り組みが始められた志を

思い起こし、それがどのような社会的意義をもっていたかを振り返ることで、

再びあたらしい21世紀型の「消費からの社会改革」の道を社会に提示すること

だといえるだろう。それができるのであれば、生協は社会に対して、その存在

意義を堂々と主張できる。大阪、日本、そして世界の生協運動は、それに成功

しているだろうか。

2　戦前大阪の消費組合運動

⑴　前史　～ロッチデール式生協の移入

　大阪はしばしば「生協不毛の地」といわれる。隣県の兵庫が、日本で、とい

うよりも世界で、もっとも強力な生協運動を展開していることと比較すれば、

たしかにそうした評言にも納得できるところがある2）が、歴史的に見ても、ま

た現状からしても、実は商都大阪は生協運動においても見逃せない、特筆すべ

き土地であるという側面をもっている。

　1844年にイングランド北部、マンチェスターに隣接するロッチデールの町で

誕生した協同組合は、それ以前につくられたオウエン派の初期協同組合群とは

異なり、事業的に大発展を遂げることに成功した。その最大の秘密は「ロッチ
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デール原則」にある。ロッチデール公正先駆者組合の先駆者たちは、自分たち

の理念・哲学と、組織運営・事業遂行上のルールとを組み合わせた「原則」を

堅持することによって、事業的に成功した最初の生協をつくりあげ、イギリス

のみならず全世界に影響を与えたのである。1879年、明治維新と文明開化のた

だ中で大阪に誕生した大阪共立商店も、そうした影響下で設立された組合のひ

とつだった。

　東京の共立商社や同益社と並び、日本最初の生協群のひとつと称される大阪

共立商店は、その創立前年に『郵便報知新聞』に連載された記事「協立商店創

立ノ議」（馬場武義筆）に影響されて設立された実験的な消費協同組合である。

馬場は、殖産興業の立場から、労使衝突のない経済組織として先進イギリス経

済のなかで特異な地位を占める協同組合に注目した。そして、この協同組合方

式の企業こそが、先進資本主義経済に追いつき、追い越すために順調な経済発

展をめざすべき後進国日本にとって最適な企業形態であると考え、ロッチデー

ルの原則を明治日本の指導層に紹介し、「協力商店」の創立を呼びかけたのだっ

た。コ・パートナーシップの協同組合中心の経済体制ならば、イギリスの資本

主義経済のように頻発するストライキに悩まされることなく、先進国の“いい

とこ取り”をした経済発展が可能だろうというのである3）。大阪共立商店は、

そうした馬場の呼びかけに応えて設立された生協だった4）。

　そういう意味で、これは一種の誤解（あるいは意図的な曲解）による先進国

から後進国への協同組合の移入であって、これを真の消費組合運動と呼びうる

か否かについては、議論の余地もあるであろう。事実、こうした実験的な初期

生協群に集まった組合員たちは、庶民層とはかけ離れた言論人、経済人、実業

家、政治家、官吏など、明治社会の指導層であった5）。しかしそうであるとは

しても、はやくも1870年代に極東の地において忠実にロッチデール式の経営管

理を踏襲した実験がなされていたこと、そしてそれが他ならぬ大阪でも実行さ

れていたことは、記録すべき歴史的事件であるといえよう。
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⑵　明治末期の消費組合

　こうして大阪は東京とともに日本生協運動史の第一頁を飾った都市となった

のだが、これを先駆的な実験と解釈すると、大阪における本格的な消費組合の

誕生は20世紀初頭、明治の末期まで待たなくてはならなかった。大阪控訴院内

に共同購買会が設けられる（1904年）といった先行事例もあったが、通常、大

阪における初の本格的消費組合とみなされているのは、1907年に設立された大

阪購買組合である6）。

　大阪共立商店の創立に『時事新報』掲載の馬場武義の記事が大きく影響して

いたのと同様に、大阪購買組合の設立は『大阪朝日新聞』の記事によるところ

が大きい。1907年 7 月19日付の「購買組合を起こすべし」や、 8月11日～13日

掲載の「購買組合（一）（二）（三）」によって鼓舞された土居通夫（大阪商業会

議所会頭）らは、10月 2 日に発起人会を開催、 9日には大阪府からの認可を獲

得した。彼らは同月中に「年を遂うて増進する生活難を救済し、以て中産階級

の健全を企図し、喝大阪市民の欠点とする利己主義を矯正して共同精神を振興

する」という設立趣意書を配布し、およそ100名の官庁・会社勤めの給与生活者

からの加入申込を集めているから、実験的色彩が強かった大阪共立商店と比べ

れば本格的な消費組合運動としての内実を備えていたと見るべきだろうが、こ

の組合においても、「熱心だったのは局長等地位の高いものだったようである

（この傾向は以後も続く）」7）と評されている。

　このような点で、大阪購買組合と大阪共立商店とは共通点があるが、組合の

運営という点では両者にはかなりの相違がある。大阪共立商店がほぼ忠実にロ

ッチデール方式を踏襲していたのに対して、大阪購買組合は市価よりも廉価で

商品を供給していたし、現金払いを原則としていたにもかかわらず、これは大

阪人の習慣と相容れず、実際にはほとんど実行されなかったという8）。また総

代会を最高議決機関として新設し、組合員民主主義の形態を整えたのは創立か

らしばらくたった1910年のことだった。

　このように組織体制を整備するとともに事業の拡大を図った大阪購買組合
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は、当初の混乱を克服し、順調な発展の道を歩み始め、他にも同様の試みが相

次ぐこととなる。『大阪社会労働運動史』は、大阪購買組合が設立された1907年

から1909年が「大阪での購買組合勃興期」だったとして、購買組合医師購買会、

浪速購買会、大阪府立農学校購買会、大阪軍人購買会、南海鉄道社員の購買組

合、大阪湯屋購買組合の創立を記している。さらに明治末までに、南海購買

会、大阪駅員共購会、大阪逓友購買組合といった鉄道、逓信関係の組合が府内

に設立された9）。

⑶　大正期の消費組合

　しかしながらこれら明治生まれの組合は、後述するように、浪速購買組合と

名を変え、組織を改組した大阪購買組合など数例を除けば、その多くが大正期

を生き延びることができなかった。大正の半ば、『大阪朝日新聞』に1918年 5 月

25日から30日に掲載された「産業組合の事業」と題した連載記事は、市街地組

合の発達が遅れている大阪においても購買組合は「ナカナカ発達していて非常

に興味ある仕事をなしつつある」というが10）、そこであげられているのは、わ

ずか70円の資本で 1年間に 1万1300円の売り上げを記録するという「大仕事を

成し遂げている」大阪為替貯金支局の購買組合、日用品を組合員に安価で提供

するのみならず遠洋航海に出る汽船に必要な食品類を提供して「最も団体的に

活動している」大阪商船の購買組合、さらに「僅少の資本で莫大な利益を収め

つつある」阪堺薫香原料購買組合の 3組合である。

　つまり、各企業・官庁・職場に限定された形での労働者による購買活動はい

くつか続けられているとしても、大正デモクラシーと称された時代にもかかわ

らず、大阪では、広く市民を対象とする消費組合の事業と運動はなかなか発達

しなかったのである。広範な消費者が結集した消費組合運動が勃興するのは、

第一次大戦（1914年夏～1918年秋）の末期、急激な物価の高騰により消費生活

が脅かされ、人々の生活と家計を防衛することが民でも官でも緊急の課題とし

て浮上した後のことである。
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　この時期、「大阪で最初の『俸給生活者組合』」といわれる東平野購買組合を

はじめ、北大阪購買組合、桜井購買組合、室町購買組合、安立購買組合等が

1918年から1921年にかけて設立される11）。これらはいずれも市民的消費組合と

評される組合であったが、とくに室町購買組合は、「諸物価の異常な騰貴に原

因する家庭生活の脅威をいかにして緩和するか」を話し合った女性たちが、不

買・排斥運動を始めるのではなく「穏便な方法として」生協を設立しようと意

見が一致し、戸別訪問による勧誘で組合員を募って設立した、「主婦中心の購

買組合」だった12）。

　奥谷松治は、室町購買組合について、「この組合は生協としては特別にあげ

るべき特徴のある組合ではない。ただ、その設立動機が婦人によって設立され

た点に若干の興味がある」といっているが、女性たちが主体の戦後生協運動の

起源ないし前史を考える立場からすれば、きわめて興味深い先駆的事例である

と思われる13）。

　このような状況下で、大阪府も、「細民労働者」への社会政策の一環として消

費組合奨励策を打ち出す。『大阪朝日新聞』は「府の消費組合奨励―産業組合

の民衆化」の見出しの下、1920年 2 月 3 日付で次のように報じた。

　「大阪府に於ては産業組合の指導奨励に関し現代の喫緊事たる社会政策

的必要に応ずる為め新規計画を樹立し市街地に於ける消費組合の創設拡張

に主力を傾注する方針なるが現在大阪市内に於ける十余の購買組合は大部

分各種原料品の購買組合か然らざれは商船会社、為替貯金支局、逓信局等

範囲の限られたる会社官庁内に於ける消費的購買組合にして一般生計必需

品の購買を行う一般的消費組合の実あるものは大阪購買組合、大阪東平野

購買組合の三
〔ママ〕

組合に過ぎず是等も其規模極めて小さく到底大都市たる大

阪市の中流以下細民労働者の要求を充す能わざるを以て府は当面の急務と

して消費組合の連合会を設くるか或は各消費組合申合せの連合事務所を設

置すべきことを極力奨励し之に依て各種生計品の連合仕入並に配達を行う
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方針」

　その成果があったというべきか14）、この年、「中産下層階級者の生活難を緩

和し兼て生産者と消費者を接近せしめて取引上の積弊を改善すべき社会政策的

の目的を以て大規模に計画されたる浪華
〔ママ〕

購買組合」が誕生する15）。この浪速購

買組合は、先に見た大阪購買組合を改組し、組合員を一般市民層に拡大すると

ともに改称した消費組合である。「小売物価の最も高い船場・島の内・天満の地

区に限って」組合員を募集し、浪速購買組合は組合員数6700名余の、府内では

飛び抜けて大きな組合へと成長する16）。社会学者の米田庄太郎（京都帝国大学

教授）はこれを喜び、『大阪毎日新聞』に次のような論評を寄せている。

　「大阪市に於て浪華
〔ママ〕

購買組合なる名称にて、大規模の消費組合が設立さ

れることを新聞紙上の伝えて居るのを見て、余は大に喜んで居る。余は其

の健全なる発達を祈ると同時に、他の大都市や又地方に於ても、之れに倣

うて大規模の消費組合或は消費組合の大連合が続々勃興せんことを祈るの

である。而して一日も早く英国のＣ・Ｗ・Ｓ（協同組合卸売会社）の如き

ものの設立されんことを希望する。」17）

　さらにこの年、大阪における戦前の消費組合の代表的存在となり、府内で唯

一、太平洋戦争後まで存続した、購買組合共益社が誕生する。共益社は、上記

の消費組合とは違い、「大阪で始
〔ママ〕

めて社会改革運動と結びついた消費組合運

動」と評されている18）。共益社がこのように評価されるのは、西尾末広ら総同

盟その他の労働組合関係者と、賀川豊彦らキリスト教関係者がともに資本主義

経済の変革を掲げて共同して設立した組合だったからである。その点で共益社

は、中流・上流層の浪速購買組合とは対照的であると評価され19）、神戸購買組

合（のちの神戸消費組合）とは共通性があると指摘される。ただし設立当時の

共益社は、神戸購買組合と比べても、より労働組合関係者の発言力が強く、階
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級闘争的な姿勢を見せていた20）。

　こうしてこの時期、農村における農業関連資材を購入するための購買組合か

ら、都市部において労働者や市民の生計・生活を守るための消費組合へと、大

阪の購買・消費組合運動の中心が移動・転換したということができるだろう21）。

翌1921年の産業組合法改正で消費組合に商品生産の事業が認められたことも、

それを後押しするものと理解された。これに関する『大阪朝日新聞』に掲載さ

れた「府当局」のコメントは、役所のそれとは思えないほど大胆なものである。

　「近来労働者の経済的理解は余程進んで来た様であるし、又彼等の当面

の必要の切なる点から言っても消費組合の奨励には恰好の時期である、労

働争議に依って工業資本家に対抗すると共に労働者も消費者としては消費

組合に依て商業資本家の手より解放せられんとする痛切なる要求がある殊

に労働争議に持久戦が出来ぬのは準備基金がないからであるが労働者団体

の消費組合は須く信用部を設けて強制貯金を実行し之に依て準備基金を造

ることも必要であろうと思われる、殊に組合法改正の結果消費組合でも原

始生産が出来ることとなったから最後の理想としては組合員の必要品の主

なるものは之を組合で生産して分配することとする位の覚悟でかかれば、

其効果は著しきものがあるべく消費者として資本主義から解放せらるるの

みならず労働運動其ものの上にも一大進展を来すであろう」22）

　同時期の『大阪毎日新聞』の記事中に紹介されている府農務課長の消費組合

に対する好意的な談話23）と比べても、これは際だったコメントである。このよ

うに消費組合運動に理解のある行政というのは、当時としても、おそらく例外

的であろう24）。

　さらに大阪府は、消費組合の事業・経営上の安定と発展を期して、組合が府

内あるいは関西地域で連合組織をつくることも支援している25）。しかし、それ

にもかかわらず、この時期に相次いで大阪で設立された消費組合の連合組織は
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実質的にその機能を果たすことなくすぐに組織が崩壊している26）し、共益社の

経営も赤字が続く。そこで1924年11月の理事会での激論を機に、共益社は経営

体制を一新し、賀川豊彦が全ての負債責任を負う組合長に就任、労働組合側の

役員は全員退任した。共益社は、「この時以後、対象は主として市民層に移り、

労働者消費組合としての性格はうすれていった」と評価されている27）。

　「労働者の妻を中心とした購買組合」と呼ばれ、戦前大阪の消費組合のなかで

女性による生協運動史上もっとも注目すべき存在である購買組合友愛社28）も、

1923年に創立されてから、わずか 2年しか存続できなかった。消費組合のなか

でも労働者を主な組合員としていた組合は、事業を継続させることがとりわけ

困難だったのである。共益社が選んだ道も、必然だったといえるかもしれな

い。

⑷　戦前昭和の消費組合

　労働者生協的な色彩を弱めて市民生協的な性格を強めた購買組合共益社は、

この後、驚くべきことに、戦前の昭和期、第二次世界大戦、戦後、さらに形式

的には21世紀の直前まで、生き延びることとなる。常に賀川豊彦の名と結びつ

けて語られたこの組合は、戦後の生協法による共益社生協としての登記（1950

年）、休眠状態からの再建総代会（1965年）、生活文化会館の建設と事業の再開

（1988年）、資産売却による現存最古の生協としての解散（2000年）という数奇

な運命を辿るのである29）。

　もちろんこれは例外中の例外というべきで、隣県兵庫の神戸消費組合や灘購

買組合が戦中も生き残り、戦後、灘神戸生協として合併（1962年）し、今なお

「コープこうべ」の名で戦前からの輝かしい伝統を誇って活動を継続しているの

とは異なり、大阪の戦後生協運動は、戦前の前史を受け継ぎながら戦後誕生

し、あらたに一からスタートを切った運動とみるべきであろう。

　軍国主義と戦争と統制経済は、大阪から消費組合運動をほとんど駆逐したの

であるが、その直前、1930年代の大阪における消費組合運動はいかなる状況に
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あったか、当時の新聞記事から描いてみよう。

　1934年 9 月、大阪ほか関西地方を室戸台風が直撃、死者・行方不明あわせて

3000名以上という甚大な被害が生じた（関西風水害）。翌10月、『大阪毎日新聞』

はそのときの消費組合による救援・復旧活動にも触れながら、大阪における消

費組合の現況を詳細に論じた論説記事「大阪の消費組合運動」を掲載してい

る30）。記事は冒頭、次のようにいう。

　「よく人は関西の、殊に大阪の消費組合運動は中気患者のようだという、

組合が存在していることは確かに存在していて、大阪だけでも産業組合法

の認可を受けているものでも数個、また無産労働者団体の小消費組合なら

二十余もあるのだが、いまのところ明日への明るい希望は頗る稀薄だとも

いう」

　それはなぜなのか。あまり知られてないことであるが、実は消費組合は、こ

のたびの風水害においても真っ先に被災民への配給活動を行っている。

　「組合の性質上慈善団体ではないからこれらは勿論無料提供というよう

な派手なことは出来なかったけれども、敏速に公設市場などと協力して罹

災者たちに物品を合理的な価格で販売したため当時族生しはじめた暴利を

貪る奸商の行動を大いに牽制したこと、従って一般罹災者たちの台所経済

にも間接的に援助をしたことは明かである」

　しかし悲しいかな、大阪の消費組合は規模が小さく、資金がない。「今の世

の中の冷やかな鉄則は『万事が金、金、金』……消費組合もこの鉄則にしばら

れる」のである。官庁や大企業につくられた大阪逓友購買組合、大阪商船購買

組合は例外だが、産業組合法認可組合でも二大組合（共益社と浪速購買組合）

以外の組合（安立購買組合、共働社）は存続にも苦しんでいる状況であり、二
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大組合も赤字続きで、「両組合の実際利用者数は一昨年の約半数以下に減じて

いるものと推定されている」。そこで共益社は、

　「役員の大改選を決行、賀川氏が表面から退き目下は新専務理事の杉山

元治郎氏のもとに京都洛友消費組合から乗込んだ田原和郎氏などが主にな

って新しく組合の合理化をはじめている、また浪速購買も従来組合の役員

には官僚出身が多かったのを最近方針を転換『官僚主義から純商売主義へ』

と改めて専務の平井卯平氏などが更生策に精進している」

　一方、産業組合法の枠外にある「無産団体の消費組合」31）も、大阪では小規

模なものばかりである。

　「多くは組合の構成分子が未組織の無産労働者で住所も浮動的だし、

日々の組合費さえ満足には支払えぬ程度の購買力だから、組合の内紛も絶

えぬというような状態で会計の窮乏も推して知るべし、これらの小組合は

まさにその日その日の生存に追われている、僅か一、二年の短い間に、こ

れに類似の多数の新組合が生れるかと思うと解散する、という目まぐるし

い変転も、むしろ日常茶飯事となってしまった」

　要するに、市民的消費組合も無産者消費組合もふるわない32）。「大阪には大

阪独特の地方的な組合貧困の原因がありそうに思われる」のである。そこで記

事は、「これについては小市民的組合については共益社の田原和郎氏に、無産

者のそれについては大阪消費組合の吉田敏雄氏に代って答えてもらおう」とし

て、両名の談話を掲載している。

　「【田原氏談】―大阪のような商売競争の激甚なところで組合が下手に商

人と競争しても商売では負けるばかりだ、組合が品物の値段を一般市価よ
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り出来るだけ安くすることは当然だが、組合員はただ安いというだけで組

合の品を買うのではない、組合員は互に協同、相互扶助という組合精神で

固く結ばれているのだから、この思想の発達がなければ組合は発展しない

従来は大阪の多くの組合は思想問題を離れた単なる小売商的組合でありす

ぎた、だからこの思想涵養に努めてインテリ層、殊に郊外のインテリ密集

帯に進撃すれば大阪でも組合が発達する余地が十分ある、インテリ層は組

合について理解力もあり、居住も固定的で、購買力もあるからだ」

　「【吉田氏談】―地域的にいえば大阪の労働者たちの収入は、たとえば東

京が日給八十銭なら、こちらは一円といった割に、概して賃金がよく、物

価は安く生活が比較的楽だから、組合の必要感が彼らには多少東京より稀

薄だ、また思想的には大阪の労働運動そのものが遅れている、その方面の

先覚者たちは多く東京にいたため、こちらの人たちはあまり教育されてい

なかった、また技術的にいえば、何より今の組合の孤立的、利己的小企業

的な経営法、組合幹部の専門化を精算し、物品の仕入れなども単に思惑的

な見込買いをしてはストックが無駄になって困るから組合員の必要量だけ

を予め正確に調べ、それから計画的にそれだけ問屋に仕入れに行くように

すればいままでの組合の建築費、人件費などはすべてこれを節約出来て品

物は段違いに安く手に入れられる特別の組合事務所なんて不必要である、

こうして徹底的に冗費を節して他の組合とも手を握り、何より第一に品物

を安くしなければ組合は発展しない、組合員は組合員であると同時に、何

より実益を重んずる消費者である」

　これを受けて、記事は些か強引に締めくくられる。

　「そうだ、大阪で特に消費組合がこれまで振わなかったとしても、それ

は悲観するには当るまい、その主要な原因は、結局、大阪市民の経済生活
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が他の地方に比してあまり〔にも〕恵まれていたからともいえるだろう、

つまり逆説的には組合の貧困は同時に市民の富裕の程度を示すバロメータ

ーになっているとも見られるだろう、今度の風水災の復興事業で大阪市民

が至るところ根強い自力更生ぶりを示していることは、この頼もしい魂

が、同時に各方面に反映されて、明日の消費組合運動にも光明がもたらさ

れ得るだろうことを想像させる」

　しかし現実には「光明」はもたらされなかった。この記事では言及されてい

ないけれども、昭和初期の大阪では在日朝鮮人系の消費組合が盛んに活動し、

10以上の在日系組合が組織されていた33）から、当時大阪にはそれらを含めて30

を越える消費組合が存在していたと思われるが、そのほとんどが、他府県の消

費組合と同じく、戦時の統制経済のもとで消えていくのである。とくに戦前の

消費組合の取り扱い主力商品であったコメが配給制に移行し、消費組合が指定

配給機関から外れたことで、日本の消費組合運動は実質的に息の根を止められ

た。大阪においても、浪速購買組合に対する府知事の解散命令（1937年）以後、

一部の組合が共同炊事場運動34）に参加するなどしたが、組合は次々に姿を消し

ていく35）。

　日本軍国主義は、植民地や占領地において現地の人々に協同組合を設立さ

せ、東亜協同組合協議会の創立を宣言し（1941年）、大東亜協同組合懇談会を開

催して（1942年）、国際協同組合同盟（ICA）に代わる大東亜共栄圏の「国際」

協同組合運動を推進しようと目論んでいた36）が、足元の消費者による協同組合

運動には冷淡であり、無関心であり、敵対的だった。太平洋戦争開戦の前年

1940年には、消費組合を「生活協同組合」化しようという、戦後の生活協同組

合を知る者の目を惹きつける提案と決定が全国消費組合協会においてなされて

いるけれども、それは消費組合陣営による総力戦体制への一方的な片思いにす

ぎなかったのである37）。
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3 　戦後生協運動の復活

⑴　町内会生協と生協法

　1945年夏、大阪大空襲の 5ヶ月後に日本は降伏する。連合国によるポツダム

宣言を受諾することが玉音放送で国民に広報されたのは京橋駅（陸軍造兵廠）

空襲の翌日、 8月15日であるが、敗戦後まもなくして、大阪を含む日本全国で

消費者協同組合の設立がブームというべき熱狂的盛り上がりを見せた。「大げ

さにいえば、その日から、町内ごと、丁目ごとに『自然発生的に』組合が生ま

れはじめた」38）と語られている。賀川豊彦を会長として日本協同組合同盟が創

立されたのが、敗戦からわずか 3月後の11月18日のことであるから、当時いか

に人々が、消費組合から生活協同組合へと名を変えた組織39）に、熱い思い、あ

るいは切実な要求を抱いていたのか、想像できよう40）。

　いうまでもなく、それは戦後の食糧難と民主主義ブームがもたらしたもので

ある。飢えの時代、そしてそれまでの軍国主義的、半封建的な思潮とシステム

が全否定され、代わりに西欧流の民主主義を学ぶことが社会と生活のあらゆる

領域において叫ばれた時代、協同組合に注目が集まることは当然であろう。戦

後の爆発的な生協設立ブームは、「飢え＋民主主義＝生協設立による食料の確

保」といった図式で説明できる。この当時の生協を「町内会生協」「買い出し生

協」と呼ぶのは、隣近所あるいは小さな職場単位で、何よりも食料を確保する

ことを目的して、全国で生協が無数に設立されたことによる。大阪でも、「淡

路町新町第一町内会消費組合」という、まさに町内会生協そのものの名称を掲

げた生協が1946年新春に生まれている。また東大阪（布施市）では、町内会ど

ころか、市の全世帯が加入する消費組合の設立願が大阪府に提出されるという

ことさえあった41）。

　さらに、鴻池新田主婦の会による生協の設立も、戦後大阪女性版ロッチデー

ル物語とでも称され得るような興味深いものである。敗戦後まもなく結成され
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たこの主婦たちの集まりは、占領軍軍政部に食糧不足への対処を陳情する活動

から、村有小屋を利用して、役員の無償労働で運営される「主婦の店」の経営

に乗り出す。そして比嘉正子の提案により、これを生協に組織替えして、鴻池

新田駅前に新店を開店するのである42）。日本の消費者協同組合運動は、男性中

心の戦前消費組合から女性中心の戦後生活協同組合へと転換していくが、これ

はその先駆けとなる事例であるといえよう43）。

　こうして空腹を抱える市民によって闇市が並ぶ町に誕生した生協は、1947年

に全国で地域生協2044、職域生協4459、組合員数297万人というから、組合数

からすれば今日を遙かに上回る生協が当時誕生していたのである44）。しかしな

がら、こうした組合の多くはきわめて短命だった。1950年10月までに、組合数

は 6分の 1に激減したという45）。大阪でも、1947年末には実に500を越える組

合が存在していたと思われるが、その 3年後にはわずか30程度の組合しか残ら

なかったようである46）。

　もちろんそこには食糧事情の好転や小売業の再建、流通の整備といった要素

もあるだろうが、協同組合運動の内部では、空前の設立ラッシュに沸く一方

で、新生民主日本にふさわしい協同組合を保護する法制がないことが、緊急の

課題と考えられていた。当時存在した協同組合法は戦前から続く産業組合法で

あり、民主的な協同組合の発展を保証する新しい協同組合立法がもとめられ

た47）。経済統制のもとで、生鮮食料品を仕入れて販売する荷受権・配給権を獲

得する48）とともに、新時代の生協法を制定することが、敗戦直後の生協運動、

そしてそれを代表する日本協同組合同盟にとって最大の目標となったのであ

る。

　日本協同組合同盟が中心となって進められた生協法制定運動は、当初、

GHQ内部に良き理解者を得て、順調に展開するかに思われた。GHQ民政局は、

社会民主主義的なニューディーラーと呼ばれる人々が主流であり、協同組合の

担当係官となったグラシュダンチェフ博士の進歩的な姿勢は生協運動に好意的

であった。グラシュダンチェフは、役所による各種協同組合法案よりも日本協
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同組合同盟による「生活協同組合法案」を高く評価していたから、そのまま事

態が進めば、その後制定された生協法の内容や、それに規定されて展開した戦

後日本の生協運動は、現在のそれらとはかなり異なったものとなっていたであ

ろう。しかし、周知のように、東西冷戦の深化とともにGHQは占領政策を転

換し、いわゆる「逆コース」を歩み始める。グラシュダンチェフもその職を解

任されて日本を離れ、生協運動は権力機構内部の貴重な良き理解者を失うこと

になったのである49）。

　結果的に、消費生活協同組合法は厚生省案をもとに、しかも国会審議の過程

において、それからもさらに生協に厳しい修正を重ねて加えられた後、1948年

7 月 5 日、国会の会期終了10分前に何とか成立する。生協の発展に危機感を抱

く小売業者の声に圧された議員によって、法案はとてつもなく生協に厳しい内

容に書き換えられ、ようやくのこと、可決されたのである50）。

　こうして制定された生協法は、もはや生協を保護し、促進する法というより

も、生協事業をむしろ規制する法律と化していた。生協の活動区域を都道府県

内に制限する「県境規制」（第 5条）が定められ、組合員以外の利用を一切認め

ない「員外利用規制」（第12条）が課せられ、事業内容として信用事業が認めら

れなかった（第10条）ことで、農協など他の協同組合にもない手枷足枷をはめ

られた生協は、日本の他の協同組合とも、また他国の生協とも違った、独自の

発展の道を探るほかなかったのである。

　つまり結果的には、この1948年10月 1 日から施行された理不尽な規制法が、

組合員に立脚した日本独特の強力な生協運動をつくりあげたのだということも

できるだろう。日本の生協は法律で活動区域を県内に制限されたから、他県に

進出し、全国展開するチェーンストア業者を横目にして、地域密着型の地道な

展開を図るほかなかった。員外利用が一切認められなかったから、ひとりでも

多くの組合員を抱えようと「仲間づくり」（組合員拡大）に必死となった。農協

のように信用事業で潤うことはあり得なかったから、ひたすら“本業”である

購買事業の発展をめざすことになった。地域に愛され、組合員に買い物先とし
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て支持される生協でなければ、生き残れなかったのである。バブル経済により

住専問題でつまずいた農協や、単なるスーパーマーケット化してしまったヨー

ロッパの生協のような道を日本の生協が回避できたのは、一面では、生協法の

規制の下での事業展開を生協が強いられたからだと見ることができる。

　もちろん、組合員数が圧倒的に多いにもかかわらず、生協の小売シェアが他

の先進諸国に比べて依然として低く51）、生協外の人々から閉鎖的なイメージを

もたれ、流通のなかでも実情以上にマイナー視されることなど、日本における

生協の運動と事業に生協法がもたらした負の影響は決して小さなものではな

い。とくに流通業が全国化どころか多国籍化さえしようとしている今日、事業

区域に厳しい規制が課せられた生協が圧倒的に不利な地位にあることはこれま

で以上に深刻な問題となろう。生協法改正による規制緩和が非常に限定された

形での緩和にとどまった52）ことで、多くの生協は、一方では現行法制の枠内で

の事業連合化などで事業を効率化し、他方では地域に密着した組合員組織とし

ての意義を問われるという、難しいスタンスに立たされているのである。

⑵　大阪における生協の復興と苦難

　このような法制下で、大阪の生活協同組合運動は他府県のそれとは些か異な

る展開を遂げてきた。各府県では、県境規制の下で、ひとつの生協が全県的に

発達するか、あるいは有力な生協が徐々に県内生協の合同・併合に成功して生

協の統一化に進んでいくことが多かったが、大阪においては、「出自」と「主

張」が異なる 3つの生協群の鼎立状態を経て、有力な生協間で各生協のテリト

リーが定められ、複数の大規模生協が各地区に分かれて鼎立するという、独自

の展開を見せるのである。

　そもそも敗戦間もない1946年、生協運動の復活期から、大阪においては複数

の連合組織によって生協の設立が進められていた。すなわち、大阪府生活協同

組合連合会、大阪府購買利用組合連合会、大阪府消費者協同組合連合会の 3つ

の連合会であり、1947年にはそれぞれに379組合、50余組合、80組合が加入し
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ていたという53）。

　さらにこの時期に大阪で誕生した連合組織として、全日本生活協同組合連合

会がある。協同組合の全国的指導組織としての日本協同組合同盟は、事業活動

を行う生協の全国連合会が必要であると考え、1947年 1 月、全国連合会の結成

を決定し、 5月にはその準備会が開かれた54）。現在農協には、運動を指導する

全中（全国農業協同組合中央会）と経済事業をまとめる全農（全国農業協同組

合連合会）という 2つの中央組織があるが、これに類する、日本協同組合同盟

と全日本生活協同組合連合会との 2組織構想であった（ただし前者には生協以

外の協同組合も含まれる）と見ることができよう55）。また、法人格をもった全

国連合会の結成は、日本の中国侵略を非難したことに抗議して1940年に脱退を

通告した国際協同組合同盟（ICA）に日本の協同組合が復帰することを視野に

入れた、そのための組織整備となる動きでもあった。

　 5月の準備会で、全国連合会は国際協同組合デーである 7月 5日に結成し、

本部は大阪に置くと決定された。しかし、なぜ東京ではなく大阪なのだろう

か。これについて、1950～60年代の生協にとってバイブル的存在であった『生

活協同組合便覧』は、次のように記している。

　「47年春になると全国的な事業機関としての全日本生活協同組合連合会

の結成が日程にのぼされた。これには二つの意見が対立していた。全協連

の結成を主張する側と時期尚早論とがあった。……（中略）……生協組運

動の昂揚期とも見られるべきこの時期には、大阪、兵庫を中心とする生協

組はきわめて旺んであり、とくに経営的な立場からすれば、すこぶる活発

なものがあった。だが当時関西方面では周囲のはげしい食糧闘争の発展に

もかかわらず、そこでは生協組そのものが食糧闘争をおこしもしなかった

し、また組織労働者の革命的な食糧闘争にも動員参加しなかった。ここに

関東地方と関西型の二つの流れがはっきりと現れており、全協連結成をめ

ぐる意見の対立もあった。ついに全協連は47年 7 月 5 日の国際協同組合デ
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ーに大阪で結成され、その指導権は関西の指導者たちによって握られるよ

うになった。」56）

　社会運動や政治闘争に重点を置いた関東の生協に対して、経営的側面を重視

する関西の生協人たちが全国事業連合の結成を急いだというのである57）。この

全日本生活協同組合連合会の創立を契機として、関西のみならず全国で、生協

やその連合会が続々と誕生する。

　「いずれにせよ全協連の結成は生協組運動に一つの精神をもたらした。

運動は一層活発になり、とくに各府県で連合会の結成が旺んになり、地方

連合会が結成されると多かれ少なかれその地方の運動は活気を呈した。前

年はわずか十二、三の連合会しかなかったものが、この年になると日協支

部および地方連合会は飛躍的に増大してその数は五十を算するようになっ

た。単位組合の数もまた飛躍的に増大し、とくに職域における生協組の結

成が顕著に増大した。」58）

　日本全国で“雨後の筍のように”生協を誕生させた原動力のひとつは、大阪

にあったのである。全日本生活協同組合連合会は、その綱領において「日本経

済の再建は協同組合による社会主義経済の確立にあること」、「日本及び世界経

済の充実と発展及び人類全体の生活水準の高揚とは協同組合による事」を確信

すると宣言し、協同組合主義的な立場からの社会改革論を鮮明にしていた59）。

それが食糧難という客観的な状況と結びついて、国民的な規模での生協への期

待、高揚感を産み出したのである。

　しかしながら、すでに述べたように、それははかない、一時的な栄華であっ

た。華々しくスタートした全日本生活協同組合連合会は、全国を統合する事業

連合会としての実質的な役割をほとんど果たすことなく、はやくも翌年には行

き詰まる。「みるべき成果もなく解体状況となり、農林中金から借り入れた60
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万円の負債は灘購買組合と神戸消費組合とが後始末をするという結果に終わっ

た」60）のである。大阪の生協運動も、1949年、多額の欠損金を負った大阪府生

活協同組合連合会が解散し、この前後に大半の生協が解体に追い込まれ、著し

い退潮を余儀なくされる。信用事業を否認した生協法の施行は、経営資源が乏

しく資金難にあえぐ弱小生協にとって、何の助けにもならなかった。ようやく

のこと成立した法案の中身に失望した大阪と日本の生協は、来たる1950年代を

冬の時代として迎える。

　生協運動の組織と事業の確立は、引き続き世紀の後半に課題として持ち越さ

れたのである。

注　記

1 ）本稿は、日本学術振興会科学研究費補助金（21500721）による研究成果の一部である。本
稿の続編として、20世紀後半の大阪における生協運動の展開と21世紀の課題を考える論考
を予定しているが、さしあたりこのテーマについては、2010年 6 月 1 日に関西大学にて開
催された関西大学経済・政治研究所第185回産業セミナーにおける筆者の報告に加筆・修正
を加えた、杉本貴志「大阪、日本、そして世界の消費者運動と協同組合運動」（『セミナー
年報2010』関西大学経済・政治研究所、2011年）を参照されたい。
2）2008年度、兵庫における生協の世帯組織率が60.7%であるのに対して、大阪は27.8%、
食品市場における生協のシェアも、12.5%に対して4.9%と、両府県では数字の上できわめ
て大きな差が存在する（『第11次全国生協中期計画資料集』日本生活協同組合連合会、2010
年）。
3）馬場の「協力商店創立ノ議」や、そのもととなったイギリスにおける労働者利潤分配制、
コ・パートナーシップ的な協同組合観については、杉本貴志「経済学者と協同組合」、白石
正彦監修『新原則時代の協同組合―持続的改革に向けて』（家の光協会、1996年）を参照。
馬場の人物像については、野原一仁著、全国農業協同組合中央会協同組合図書資料センタ
ー編『協力商店創立ノ議:馬場武義研究ノート消費組合の源流』および『補遺』（協同組合図
書資料センター資料 8・ 9、全国農協中央会協同組合図書資料センター、1994-1995年）を
参照。
4）奥谷松治『改訂・増補日本生活協同組合史』（民衆社、1973年）には、「大阪共立商店約
束」全22條が引用されており、「専ら英国に行はれる所の協力商店の主意に因り、略ぼ其方
法を参酌して設立」（第 1條）したという大阪共立商店が、「市価での現金販売」（第 7條）、
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「利用高に応じた割り戻し」（第14條）、「民主的管理」（第16條）といったロッチデール原則
をそのまま踏襲していたことが示されている。ロッチデールとの相違は、大阪共立商店で
は届け出た上で売買・譲渡が可能な株式（組合員は 1株または 2株を持つ）を発行してい
た（第 2條、 3條、17條）という点である。大阪共立商店についてはそのほか、朝日新聞
大阪本社社史編纂室『村山龍平伝』（朝日新聞社、1953年）、山本秋『日本生活協同組合運
動史』（日本評論社、1982年）、『大阪府生活協同組合連合会50年史』（大阪府生活協同組合
連合会、2004年）などを参照。
5）たとえば大阪共立商店の発起人の中には、村山龍平（大阪朝日新聞社主）、芝川又右衛門
（唐物・両替商）、俣野久平（雑貨商・朝日新聞京都支局長）、大三輪長兵衛（実業家・大阪
府会及び市会議長）、安田源三郎（時計商）、吉田定七（金属商）らの名前がある。
6）大阪購買組合については主に、立川健治「大阪購買組合など購買組合運動」、『大阪社会
労働運動史』第 1巻 戦前篇・上（大阪社会運動協会、1986年）による。
7）前掲立川「大阪購買組合など購買組合運動」、356頁。
8）この後、消費組合においては現金払いの習慣が徐々に根付いていくが、昭和初期におい
ても、消費組合と百貨店は現金払いだが一般の小売商では掛け買いをするというのが大阪
の買い物習慣だった。平井泰次郎（神戸商大助教授）はこう呼びかけている。「世の主婦達
よ、娘さん方よ。百貨店へ出掛ると同じ熱心さを持って、公設市場へも出かけて下さい。
消費組合へ現金で払って行くように、出来ることなら、小売屋へも現金払いにしてやって
下さい。」（「小売商受難時代」、『大阪毎日新聞』1929年 7 月29日付）　なお本稿においては
以下全て、当時の新聞記事等からの引用文は新仮名遣いにあらためている。
9）前掲立川「大阪購買組合など購買組合運動」、357-358頁。
10）「大阪市内で組織されている産業組合は僅に十しかない、昨年法律の改正と共に市街地の
信用組合に限り庶民銀行に似た事業も営めることとなったが一向そんなものも起らず、信
用の名を冠するも其の実質の見るべきものがない有様である、然し購買事業を営む組合は
ナカナカ発達していて、非常に興味ある仕事をなしつつあるものもある」
11）尾崎ムゲン「消費組合運動と共益社」、『大阪社会労働運動史』第 1巻 戦前篇・上（大阪
社会運動協会、1986年）、627頁。

12）前掲奥谷『増補・改訂日本生活協同組合史』、122頁。
13）室町購買組合の創立を報じる新聞は、「実際に於いて婦人が陽になり陰になり手を揃えて
斯くまでに働いて居る購買組合は他に其の例を見ないと郡当局も激賞して居る」という
（「奥様の造った購買組合―池田室町で一日から開業」、『大阪毎日新聞』1920年 4 月 4 日
付）。

14）「浪速購買組合は大阪府の主唱の下に本市及商業会議所が援助を与えて出来上がったもの



（165）

Ⅶ　大阪における消費者協同組合運動の展開（1）

である」（『ナゼ消費組合をつくらざる？』大阪市役所社会部調査課、1922年、17頁）。この
資料は『都市行政のとらえた消費組合』（歴史資料集第 3号、くらしと協同の研究所、1999
年）のなかで復刻されている。
15）「購買組合好評」、『大阪朝日新聞』1920年 6 月 1 日付、および「浪華

〔ママ〕

購買組合十月一日
から開始―百八万円の供給品を毎月組合家族十五万人に配布」、同紙 6月 6日付。
16）前掲尾崎「消費組合運動と共益社」、627頁。
17）米田庄太郎「消費組合の社会的意義」、『大阪毎日新聞』1920年 6 月10日付。
18）前掲尾崎「消費組合運動と共益社」、627頁。
19）「浪速購買組合は大阪府の主唱の下に本市及商業会議所が援助を与えて出来上がったもの
である。従って大阪市の知名の実業家有力者を発起人に網羅し盛に消費組合の実際生活に
切要なることをプロパガンダして遂に大正 9年 5月に創立を見10月から花々しく開業し
た」（前掲『ナゼ消費組合をつくらざる？』、17-18頁）。「船場・島の内・天満の地区を対象
とし、『中産階級の健全を企図』したこの購買組合〔浪速購買組合〕は、総同盟その他労働
運動の指導者たちやキリスト教的《社会主義者》賀川豊彦らによって設立された共益社と
は、その性格において対照的である。」（前掲『大阪府生活協同組合連合会50年史』25頁。）

20）「神戸購買組合と共益社の宣言や綱領はほとんど同一である。両者の違いをしいてあげれ
ば、神戸購買組合が組合関係者の手によって始められたにもかかわらず、市民的消費組合
の性格を強く持っていた（組合員の職業別構成は、労働者34%、俸給生活者39%、商工業者
13%など）のに対して、共益社の組合員は労働者50%、俸給生活者50%とほぼ均衡している
ものの、労働者は団体加盟であり、発言力も強く、このためより労働者消費組合としての
性格が強かったことであろう。」（前掲尾崎「消費組合運動と共益社」、628頁）

21）『大阪朝日新聞』1920年10月 5 日付の「購買組合消費化―原料品より生計品へ」なる記事
は、「中層以下細民の生活上の窮迫を緩和し兼て生産者と消費者を接近せしめ商取引の改
善を期する方針にて大阪府当局者斡旋の下に純然たる消費組合の内容を以て浪速購買組合
創立せられて以来一般の生活上の要求と経済界の趨向は消費組合の必要を一層切ならしめ
大阪市に於ては更に共栄社と称する消費組合設立せらるるに至りたる」と述べた上で、「都
会地のみならず郡部農村に於ても日常生計品の安価供給を目的とする消費組合の必要を感
じ来りたり然して大阪府下にはすでに百六十三の購買組合及信用購買組合設立せられ各地
農村に分布し是等は従来単に農業原料品たる肥料のみを取扱い居たるが最近各組合共肥料
の外に酒、醤油、ネル地、下駄、足袋、乾物等消費的日用生計品をも取扱う傾向を生じ農
民生活上の要求を充足すこととなり従来の原料品単位の購買組合が漸く消費組合的機能を
も発揮する風を馴致したり」と論じている。
22）「労働団体に消費組合」、『大阪朝日新聞』1921年 8 月19日付。
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23）「消費組合の増加は生活改善の上から何より結構なことで府は一層努力して奨励する方針
であるが一説に消費者が生産者と直接に取引するから販売商人は困る時が来るであろうと
言うが尤の話である、シカシ汽車が通じたと言って車夫の野倒死を見たことも聞かない、
消費組合の為に販売商人が上ッたりやとなれば又他に適当の営業を見付出すであろう、が
之は理論上の事で実際問題としては左様な結果はあり得ない事である、成程幾分打撃を蒙
るのは当然であるがソレ丈又商人も勉強して暴利を貪らないようになる訳で結局は広い範
囲に於て所謂国民生活を安易にすると言うことになる、故に商人には多少悪い影響があっ
ても共同の生活を向上する意味に於て辛抱せねばならぬことである」（「府が奨励方針の消
費組合」、『大阪毎日新聞』1921年 9 月13日付）
24）大阪府は大原社研と共同して消費組合の啓蒙活動を展開することも計画していた（「消費
組合の大宣伝―大原社会問題研究所と府当局が中心となって」、『大阪時事新報』1922年 3
月17日付）。また大阪市も、前掲『ナゼ消費組合をつくらざる？』を制作・発行しているこ
とから明らかなように、消費組合に対してきわめて好意的で、「吾大阪市民諸君よ。徒に
物価騰貴を口にすることなく自ら進んで其解決策を採れ。政府の政策のみ倚頼するを休め
よ。消費組合促進運動は刻下の急務である」（20頁）と呼びかけていた。井上英之「《解説》
都市行政のとらえた消費組合」（前掲『都市行政のとらえた消費組合』所収）は、その背景
として、大阪市における米田庄太郎の人脈や大原社研との関連の可能性を指摘している。
25）「大阪は七組合、京都兵庫両府県は二組合宛参加し茲に消費組合研究会なる一団体を組織
する議が纏まり遅くも本年末迄には実行に着手する見込で目下準備を進めているが今後は
どうしても消費組合を発展させねばならぬと府産業部では連合会に加入せぬ組合に対して
加入をすすめ大組織のものとして消費者の利益を図り生活改善の一助とする筈である」
（「消費組合の共同仕入―大阪府産業部で熱心に肝煎京都府兵庫県からも参加」、『大阪毎日
新聞』1922年 5 月16日付）。

 　「大阪府下に於て純然たる消費組合の実質を有する購買組合は浪速購買以下十八組合の
多数に上り其増加の速度特に著るしきものあるのみならず経済界の不況生活の不安等各種
の事情は益消費組合の必要を痛感せしむるものがあるが府下の各組合が其数の多きに拘ら
ず其成績に於て往々萎靡不振のものあり整理の已むを得ざる組合すら生ずる現状である這
は畢竟各組合夫々孤立して共同仕入れに依る大量購入の方法を欠く為め日用品を組合員に
配給するに際して安価に提供し得ざることが根本的素因にして府当局に於ては此の欠陥を
補い一層組合の発展を期待する為大阪府のみならず京都府をも併せて大規模の消費組合連
合会を組織し以て日用品の共同的大量仕入を行うべき計画を樹て旧臘以来交渉中であった
が大体決定を見るに至りすでに定款も起草されたので愈二月早々創立せらるることとなっ
た而して同連合会は日用生活必需品のみを取扱う純然たる消費組合であるが更に最近四
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国、中国を区域とする西日本消費組合連合会が創立せられ、産業組合中央会では全国を区
域とする購買組合連合会が組織せらるることとなった是等は主として農村本位の購買組合
の連合会であるから府下に於ても農村側の購買組合が之に加入することとなるであろう右
に就て府当局語る消費組合の動もすれば萎微不振の歎を聞くのは要するに大量の共同購入
が出来ないから組合の品物の価額が安くないと云うことに帰着する、そうして之を救済す
るのは成る可く規模の大きな連合会を組織するの外はない現在京都、神戸、大阪の組合を
連ねた関西消費組合協会があるけれども是は単に各組合の連絡を執ると云う機関に過ぎな
いから更に進んで本当の大連合会を組識することとなったのである元来連合会では共同仕
入れを行うと同時に共同生産迄やらねば本当ではないが、生産の方は当分駄目であろう、
共同的大量購入が如何に有利であるかは現在の消費組合で見ても小組合よりも大組合の方
が品物が安価であるのを見ても判る」（『大阪朝日新聞』1923年 1 月26日付）。
26）関西消費組合協会（1922年創立）、近畿購買組合連合会（1923年創立）、西日本購買組合
（1923年創立）のいずれもが、結成後 1～ 2年で消滅・解散している。産業組合中央会大阪
支会編『大阪府産業組合史』（産業組合中央会大阪支会、1928年）、178-181頁、および前掲
尾崎「消費組合運動と共益社」、633-634頁を参照。
27）前掲尾崎「消費組合運動と共益社」、630頁。また『大阪毎日新聞』に1931年 5 月から 7
月まで連載された「消費組合めぐり」（くらしと協同の研究所より『歴史資料集第 1号　大
阪毎日新聞（1931年 5 月－ 7月）消費組合巡り』として1999年に復刻されている）は、こ
の時点での共益社の組合員構成を「一般サラリーマン階級995、組織労働者575、一般市民
層（商人）362、その他53、合計1985名」と紹介し、以下のように評価している。「双生児
神戸消費組合が最初ひとしく労働者の手になり、漸次労働者組合員を失って現在では僅に
当初の 3分の 1の、119人の労働者より残していないのに比べれば西尾、八木の頭株は手
を引いたとはいえ、創立当時の勢力を維持しているのは、労働者中心の消費組合として決
して成功とはいえないまでも、全く方向転換した神戸よりも余程労働色が濃厚であるとは
いえる。しかし賀川君の抱懐するクリスチャン・ソーシヤリズムの理論と、一般労働運動
者の把握している唯物論的社会主義の理論とは、到底一致し得ない本質を備えているの
で、これが組合の消長に反映しているのも止むを得ぬ。即ち左翼労働者の消費組合が多く
モスクワ式経営をなしているに反し共益社は飽くまでもロッチデール式（両者の差異は近
く機を見て詳述する）に遵拠し、神戸同様に酒類の取扱いを禁じ、現金売を固守して来た
のが、積極的に労働者層に深入りすることの出来なかった主要な原因であろう。」
28）「大阪に彷徨う一万二千の失業者や無産者のために購買組合友愛社をつくることとなり其
の創立委員会を九日午後七時から西区西野田玉川町四丁目の事務所で開いた、婦人の実際
活動を望む一面、消費経済運動は先ず台所からはじめねば駄目だという意味から自覚―そ
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して惨苦な生活に喘いでいる労働者の妻女を中心としての創立とて山名義鶴氏夫人をはじ
め数名の発起婦人か詰蒐けた」（「労働者の妻を中心とした購買組合―副業には産婆を」、
『大阪朝日新聞』1923年 2 月10日付。）「友愛社は組合長や理事の多くが婦人であったが、別
に『あらため会』という婦人の組織をもち、主婦たちの自覚、教養をたかめるだけでなく
副業の訓練なども進め、社会参加に積極的であった」（『現代日本生協運動史』上巻、日本
生活協同組合連合会、2002年、56頁。）

29）前掲『大阪府生活協同組合連合会50年史』。
30）「大阪の消費組合運動」、『大阪毎日新聞』1934年10月 4 日～ 6日付。
31）記事で名があげられているのは、「大阪消費組合、大同消費組合、権愛消費組合、東大阪
消費組合（以上日消連系）―栗本共益社、錦支部消費組合、大阪陶業労働組合事業部、北栄
社（以上総同盟系）―南恩加島支部購買組合、大阪運輸交通消費組合、港南消費組合、ミナ
ト消費組合（以上全労系）」である。
32）この 2年前、1932年 5 月 7 日に大阪では消費組合勢力結集のため、共益社、大原社研、
大阪時事新報、大阪毎日新聞、婦人団体、労働団体、府外の消費組合等々から30名が出席
して大阪地方消費組合懇談会が開かれ、例会や研究会の開催、ニュースの発行などが決め
られている（山崎勉治『日本消費組合運動史』日本評論社、1932年、310-311頁）。しかし、
この記事中にはそれについての言及は全くなく、そうした動きも実際には実り少なかった
ようである。
33）『大阪社会労働運動史』第 2巻 戦前篇・下（大阪社会運動協会、1989年）、1785頁。
34）前掲『現代生協運動史』上巻、73-74頁。前掲『大阪社会労働運動史』第 2巻、1956頁。
35）大阪に存在した消費組合の昭和期の活動については、前掲『大阪社会労働運動史』第 2
巻所収の「消費組合運動」の各項目（岡村敬二筆）がもっとも詳しくまとめている。しか
し各組合の最期の状況は、そこでも明らかでないことが多い。
36）「東亜協同組合協議会設置」（『東京朝日新聞』1941年 5 月13日付）。大熊良一『戦争と協
同組合』（興亜文化出版、1945年）。
37）全国消費組合協会は、1940年 9 月10日、時局対策委員会を開催し、消費組合を「生活協
同組合」に再編するとして、次の10の基本方針を決定した。「原則として組合員を行政区域
にしたがって密集化しもって消費組合地区を設立し理想的生活協同体を形成し他の消費者
組織地区に対し活動の模範を示す」、「消費組合地区以外に居住する組合員をして積極的に
消費者組織運動に参加せしむる」、「隣組を母体として基本的生活協同体結成を指導し組合
全活動の基礎単位とする」、「個人主義的経済理念を排し公益優先国家奉仕の新経済道徳の
確立に努め、もって組合活動の倫理的基礎に強むる」、「極力組合員の生活の協同化をはか
り、……各種の施設をなしもって戦時生活様式確立に資する」、「主婦との連絡を強化し生
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活指導の徹底を期する」「国家の物資の配給の方針に従い組合員の必要量を調整し計画的配
給に努むる」、「一般商業者との対立関係を清算しかれらを名実ともに国家奉仕の配給担当
者化するよう誘導する」、「共同組合相互間および他の消費者組織との横の連絡を強化す
る」、「全国消費組合協会は各種協同組合と協力し消費者組織の完成推進力となる」（「生活
協同組合の確立―『消費組合』の新体制方針」、『大阪朝日新聞』1940年 9 月11日付）。なお
前掲山本『日本生活協同組合運動史』は、「生活協同組合」という用語は、戦後まもなくの
時期に自分が発案したと主張している。「戦争中、厚生省に在籍し結局物にならなかった
が『生活組合』案を起草したりしていたから、戦後の再建運動にあたっては、何のためら
いもなく『生活協同組合』といい出したのである。生活のあの荒廃事情に投じたのか、抵
抗もなくたちまち普及してしまった。」（674-675頁）

38）前掲山本『日本生活協同組合運動史』、648頁。
39）上述のように「生活協同組合」という語の使用例はすでに戦前の消費組合運動のなかに
見出されるが、組織名として｢生活協同組合｣と名乗ったのは、1945年秋に誕生した久我山
生協その他の東京西部、新興住宅地域の生協群が最初だったようである。前掲『現代生協
運動史』上巻、87-88頁を参照。
40）日本協同組合同盟関西本部の結成は翌1946年 4 月14日、大阪支部の結成は同年12月10日
である（前掲『大阪府生活協同組合連合会50年史』、53-54頁）。
41）土居乙平「大阪府生活協同組合連合会の設立」、『大阪社会労働運動史』第 3巻 戦後編
（大阪社会運動協会、1987年）、1310-1311頁。
42）土居乙平「消費組合の復活とヤミ値切崩消費者連盟の活動」、『大阪社会労働運動史』第
3巻 戦後篇（大阪社会運動協会、1987年）、452-455頁。

43）「大阪市西区京町堀にある大阪府新生活協同組合連合会〔大阪府生活協同組合連合会のこ
と―引用者〕に会員が仕入れに行くと、女子ばかりの組合が来たと言って職員が総出で迎
え、優先的に取り扱ってくれ、激励されて、会員たちはますます張りきった」（前掲土居
「消費組合の復活とヤミ値切崩消費者連盟の活動」、455頁）。つづいて1946年 1 月には、全
国に支部を設けることを計画して、大阪で新日本婦人消費組合が発足している。
44）前掲『現代日本生協運動史』上巻、84頁。
45）前掲『現代日本生協運動史』上巻、125頁。
46）前掲『大阪府生活協同組合連合会50年史』41-43頁。
47）1947年 9 月に日本協同組合同盟傘下にあった5487生協のうち、産業組合法による認可を
受けていた組合はわずか633組合に過ぎなかった。多くの「町内会生協」にとって、産業組
合法は“使えない”法律だったのである。
48）1947年、生活必需品について割当切符制等の統制・配給規則が施行され、生協やその連
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合会は荷受機関として公認されなければ、それらの取り扱いができなくなった。『現代生
協運動史』上巻は、「活発な運動にもかかわらず、経済統制の壁は厚かった。生鮮食料品の
荷受権を獲得したのは、兵庫、東京、千葉、福島の各県連や川崎生協などにすぎなかっ
た」（109頁）と記述しているが、『日本協同組合新聞』38号（1947年 9 月15日）は、大阪府
生活協同組合連合会が大阪府の青果物と漬物の荷受機関に公認されたことを報じている。
もっとも、この当時の生協にとって統制・配給経済への対応はきわめて困難なことであり、
大阪府生活協同組合連合会は荷受機関として多額の欠損金を抱え、この 2年後に解散を余
儀なくされている。
49）宮部好広『生協法を考える』（コープ出版、2004年）、83-97頁。
50）前掲宮部『生協法を考える』、97-103頁。
51）2009年、日本の生協の組合員は2584万人、うち地域生協は1859万人と推計されている。
したがって、世帯組織率は全国で35％にもなる（最も高い宮城県では70％近い）が、食品
小売市場におけるシェアは 6 %以下（最も高い宮城県で12.4%）にとどまっている（前掲
『第11次全国生協中期計画資料集』）。
52）2007年に可決され、2008年より施行された改正生協法では、県境規制を定めた第 5条に
次の条文が加えられている。「前項の規定にかかわらず、地域による消費生活協同組合は、
第十条第一項第一号の事業の実施のために必要がある場合その他厚生労働省令で定める場
合に該当する場合には、主たる事務所の所在地の都府県及び当該都府県に隣接する都府県
を区域として、これを設立することができる。」

53）前掲『大阪府生活協同組合連合会史』42-44頁。なお、資料や記憶によって、この当時の
組織の正式名称には異同があり、同書では、大阪府購買利用組合連合会には大阪消費購買
組合連合会、大阪府消費者協同組合連合会には大阪府職域消費組合連合会という組織名も
与えられている。
54）前掲『現代生協運動史』上巻、113頁。
55）日本協同組合同盟の機関紙『日本協同組合新聞』は、 5月の準備会において、この両者
の関係をどう捉えるべきか、過去の失敗例を含めて激しい議論がなされたことを伝えてい
る（31号、1947年 5 月25日）。
56）協同組合研究所編『生活協同組合便覧』（時事通信社、1949年）、46-47頁。
57）日本生活協同組合連合会生協運動史編集委員会編『現代日本生活協同組合運動史』（日本
生活協同組合連合会、1964年）は、「本部所在地についても、東京にするか大阪にするかで
激論がおこなわれたが、生協の経済的実力の強い関西におくという結論になった」（80頁）
という。また前掲山本『日本生活協同組合運動史』は、「関西のこの企てには、日協〔日本
協同組合同盟のこと―引用者〕結成において関東にイニシアチヴをとられたことに対する
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捲返し的意図が潜在するかの雰囲気も感ぜられないではなかった」（665頁）という。
58）前掲『生活協同組合便覧』47頁。
59）『日本協同組合新聞』34号、1947年 7 月15日。なおこの号には、保証責任購買利用組合全
日本生活協同組合連合会の結成大会の模様、第 1回理事会の報告、定款全文とともに、
「生活協同組合の運動こそ新日本建設の基盤である」という、片山哲首相からの全日本生活
協同組合連合会創立に対する祝辞も掲載されている。
60）前掲『現代日本生協運動史』上巻、114頁。
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